
令和8年度の主な事業

クローズアップ事業１
地域活動支援の充実

新
規

　学区高齢者等たすけあい活動応援事業
40万円

　高齢者などの日常生活における困りごとに対するボラン
ティア支援について、これまでの自治会への支援に加え、
自治会単位では対応しきれない地域活動を行う学区にも
支援を拡充し、地域活動の安定的継続を図ります。
補助上限額　20万円/学区

長寿政策課

拡
充

　ごみ集積所整備事業補助金
240万円

　自治会で管理しているごみ集積所について、昨今の
物価や人件費高騰を踏まえ、整備に係る補助金の上限
額を引き上げます。
補助上限額　新設：10万円→15万円
　　　　　　修繕：2.5万円→５万円

ごみ減量推進課
見
直
し

　「わ」で輝く自治会応援報償事業
2,000万円

　「主体性」「継続性」「シンプルさ」をキーワードに、自
治会独自の取り組みの申請枠を２枠から10枠に拡充、
継続加算の創設、申請・報告書類を1枚に集約するなど
の手続きの簡素化により、魅力あるまちづくり活動を
支援します。

市民協働課

新
規

　自治会支援用防草シート 
100万円

　活用用途のない自治会管理の小公園について、用途
変更や集約による売却の検討などを行った上で、やむ
を得ず活用が難しいと判断される場合、雑草対策とし
て防草シートを原材料として配布します。

土木管理課

継
続

　自治会支え合い活動応援事業 
264万円

　高齢者などの日常生活におけるちょっとした困りご
とへの支援を実施する自治会に対し、支援を行うこと
で、地域における支え合い活動の推進を図ります。

長寿政策課

新
規

　火まつりVR化事業負担金
396万円

　住吉・勝部両神社の「火まつり」を疑似体験できるVR
コンテンツを地域と協力して制作します。学校教育を
はじめ地域活動や観光振興などでの活用を通じて「火
まつり」への関心を高めることで、新規会員の獲得と保
存継承へとつなげます。

文化財保護課

拡
充

　健康推進員、福祉協力員への活動報償 
130万円

　地域における健康づくりのリーダーとして市が委嘱
している健康推進員と、地域の福祉活動の推進役とし
て社会福祉協議会が委嘱している福祉協力員への活動
報償を１人当たり5,000円増額します。個人活動に係る
負担を軽減することで、さらなる地域活動の推進を図
ります。

すこやか生活課、健康福祉政策課

新
規

　もりやま「おたスケ」事業　
　　～みなさんの力を助っ人として活

い

かしてみませんか～
300万円

　「資格や経験はないけど、自分の力を地域に活かした
い」「スキマ時間を地域のために有効に使いたい」とい
う思いがある人と、多様な担い手を求めている介護・
障害福祉事業所を、有償ボランティア・マッチングサー
ビス「スケッター」を活用しつなぐことで、市民参画の
機会創出と、介護・障害福祉事業所の職員負担の軽減
を図ります。

介護保険課、障害福祉課

クローズアップ事業２
子育て環境の充実

継
続

　小学生の放課後の居場所づくり事業
793万円

　令和９年度から玉津小学校および中洲小学校で放課
後の居場所事業を開始するために必要な制度設計・学
校施設整備の準備などを行います。また、居場所で実
施する体験活動は、地域学校協働活動事業などと連携
して展開します。

こども政策課　　

継
続

　地域学校協働活動事業
60万円

　地域と学校が連携・協働し、地域や保護者などの「こ
ども応援団」の参画により、地域全体で子どもたちの成
長を支える地域学校協働活動を推進します。

社会教育・文化振興課　

拡
充

　こどもの居場所・学習支援事業
422万円

　居場所を必要とする子どもを支援するため、学習で
きる場所、安心できる場所、人とつながることができ
る場所の充実を図ります。

こども家庭相談課　

新
規

　北部子育て支援拠点施設整備事業
249万円

　地域子育て支援拠点施設（南部：mま も っ こamocco、中部：
ほほえみセンター）に加え、北部地域の新たな拠点を速
野幼稚園内に整備し、子育て支援の充実を図ります。
　０～２歳児も使用可能なトイレや園庭環境を整備し、
園児との交流など幼稚園の教育基盤を活用した子育て
支援に取り組みます。

こども政策課　

クローズアップ事業3
総合的な空き家対策の推進

　住宅のフェーズに応じた総合的な空き家対策を推進する
ため、空家等管理活用支援法人と連携し、空き家化の予
防、空き家などの適正管理・利活用に取り組みます。
　特に空き家などの利活用が進みにくい、市街化調整区
域のモデル自治会（７自治会）で、自治会と連携する中、
重点的に取り組みを進めます。また、守山市長期ビ
ジョン2035に掲げる目標人口の達成に向け、空き家な
どの既存住宅ストックの有効活用を図ります。

新
規

　第2期守山市空家等対策計画の策定
19万円

　第1期計画の取り組み成果を踏まえ、守山市空き家等
対策推進協議会で議論し、第2期守山市空家等対策計画
（令和9年度～令和13年度）を策定します。

企画政策課　

拡
充

　空家等管理活用支援業務
120万円

　モデル自治会で、空家等管理活用支援法人と連携する
中、現況調査に基づき、空き家所有者などへアプローチ
し、個別相談にも対応します。空き家化の予防、空き家
などの適正管理・利活用を図ります。

企画政策課

新
規

　空き家エンディングノートの作成
28万円

　所有財産の情報を整理し、事前に将来の活用や処分
などの方法について整理するためのツールとして活用
します。

企画政策課　

新
規

　空き家等家財処分費補助金
30万円

　モデル自治会で、自治会が空家等管理活用支援法人
と連携して空き家などの利活用などを図る場合、家財
処分費用に対して補助を行います。

企画政策課　

継
続

　空き家活用推進補助金
400万円

　地域コミュニティの活性化などに資する空き家改修に
対して補助を行い、空き家などの利活用と地域の活性化
を促進します。
補助率　2/3
補助上限額　400万円

企画政策課

クローズアップ事業4
観光・体験・地域の魅力の向上と発信

新
規

　�地域の小さな観光資源・体験資源創出
　および発信事業

　760万円
　市内にたくさんある市民にもあまり知られていない、
「いいモノやコト（コンテンツ）」を掘り起こし、ブラッ
シュアップすることで、体験型コンテンツを創出しま
す。また、そのコンテンツを気軽に体験できるための
プラットフォームを構築し、集約・情報発信・募集と
応募のマッチングを行います。

商工観光課　

　「私の『想
おも
い』がかなうまち」 の実現を目指して

～守山の将来を見据えた大規模プロジェクト（攻め）と市民に身近で寄り添ったきめ細かい施策（守り）～
� （予算額は、１万円未満を切り捨てて記載）
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新
規

　�デスティネーションキャンペーン
（DC）PR推進事業　

200万円
　県内で令和９年秋に実施されるDC（ＪＲグループ６社と県
内自治体や観光DMOが一体となって全国から誘客を図る
大型観光キャンペーン）に向け、守山市の魅力ある観光資
源「いいモノやコト」を全国へPRします。

商工観光課

新
規

　地域活性化企業人活用事業
300万円

　SNSなどで動画コンテンツが広がる中、国の地域活
性化起業人制度を活用し、映像制作に長けた企業の社
員と協定を結び、「地域資源の掘り起こしと市の魅力の
発信」「職員などの動画作成のスキルの向上」に取り組
みます。

企画政策課　

クローズアップ事業５
物価高騰対策（第３弾）

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活
用し、給食費、エネルギー、中小企業など、重点的に支
援を行います。
・小中学校給食費価格高騰対策支援金　　4,795万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

保健給食課
・保育所等食料品価格高騰対策支援金（私立園・公立園）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,692万円

保育幼稚園課
・再エネ・省エネ設備等導入促進補助金　　3,000万円

環境政策課
・中小企業等デジタル化促進補助金　　　　 400万円
・人材確保支援事業費補助金　　　　　　　 500 万円

商工観光課

クローズアップ事業６
守山の将来像の議論・検討

　令和７年度から取り組みを進めている、新たな都市計
画マスタープランの策定に併せて、将来都市構造や土地
利用の実現に向け、次の取り組みを行います。

市街化区域の拡大に向けた取り組み
新
規

　区域区分変更業務
330万円　

　県では、令和10年度に大津湖南都市計画区域の区域
区分の見直しを予定されていることから、市街化区域編
入の条件など精査を行うとともに、県実施の基礎調査や
その解析を踏まえ、市街化区域の拡大に向けた手続きを
行います。

都市計画・交通政策課

市民交流ゾーンなどの新ガイドライン作成
新
規

　地区計画ガイドライン見直し業務
390万円　

　市民交流ゾーンとレインボーロード沿道の市街化調
整区域の地区計画について、都市計画マスタープランの
基本方針に基づき、地区単位で詳細なルールを定める際
の指針となるガイドラインを作成します。

都市計画・交通政策課

クローズアップ事業７
「JR琵琶湖線で１番魅力のある駅前」へ

新
規

　JR守山駅東口再整備事業
　合意形成等支援業務

600万円　
　基本計画完成後から、東口再整備の事業化に向けた詳
細検討を開始しており、令和８年度末を目途に事業ス
キーム（案）を取りまとめます。

駅前まちづくり推進課

新
規

　JR守山駅西口ロータリー渋滞対策
5,148万円　

　西口における短期的な渋滞緩和対策として、ロータ
リー内への乗降場の増設と市営駐車場の形状変更、横断
歩道の撤去などを実施します。

都市計画・交通政策課　

新
規　認可保育園守山こども芸術大学が開所

　待機児童の早期解消対策として、４月から、０～５歳
児を対象とした私立保育園が立入が丘小学校の隣に開
所されます。
設置場所　守山市立入町251-１
定員　90人

こども政策課　

子育て環境の充実
新
規

　こども誰でも通園制度
800万円

　保育所、認定こども園、地域型保育施設、企業主導型
保育施設に在籍していない生後６ヵ月～満３歳未満の子
どもを対象に、地域子育て支援拠点施設 mま も っ こamoccoで
実施されます。月10時間まで利用可能です。

保育幼稚園課　

給食提供による食育環境の充実
新
規

　小中学校給食における生鮮物資配送業務
800万円

　学校給食に使用する生鮮物資の納品箇所を13校から
４中学校へ集約し、小学校分の生鮮物資の配送を別途、
業者へ委託することで、生鮮業者の配送負担を軽減し、
新規参入業者の確保に努め、その上で、生鮮物資の価
格と供給の安定を図ります。

保健給食課　

学校施設のハード整備
新
規

　小学校照明器具LED化調査・設計業務
　330万円

　一般照明用蛍光ランプの製造が令和９年に終了とな
ることを受け、令和14年度までに予防改修工事などが
見込めない小学校３校（立入が丘、吉身、河西）の照明器
具のLED化に向けた設計業務に取り組みます。

教育総務課　　

クローズアップ事業８
小中学校プールの集約化

9,422万円
　小中学校のプール授業における「安全で計画的な授業
の実施」「水質管理など教員の負担増加」「老朽化の改
修・維持管理費用の増大」などのさまざまな課題への対
応や市民の運動機会、交流機会の創出のため、各小中学
校の屋外プールを個別に改修するのではなく、新たに守
山市民運動公園内に屋内温水プールを整備し、集約化す
るため、実施設計と先行解体を行います。

教育総務課

クローズアップ事業９
守山市民ホール大規模改修事業

　5億62万円
　令和７年度に行った基本設計などを踏まえ、令和８年
度は実施設計に取り組み、市民が「ふらりと立ち寄り交
流が生まれ、文化芸術に触れ創造発信できる」施設を目
指します。また、休館中も市民が文化芸術に触れる機会
を創出できるよう取り組みます。

市民ホール整備室

柱1
子育てするなら守山！

早期の待機児童ゼロを目指した
待機児童対策

拡
充

　保育士の確保と定着化に関する支援
2億1,561万円

　早期の待機児童ゼロを目指し、市内認可保育所など
で就労する保育士を対象としたもりやま手当や保育料
補助などの補助金の補助対象に、滋賀県地域限定保育
士も新たに追加し、保育士と園への支援を行います。

保育幼稚園課、幼保支援室　
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新
規

　玉津小学校校舎予防改修事業
　911万円

　建物の長寿命化を図るため、予防的な改修(防水塗装、
照明器具のLED化、空調設備更新、トイレ改修など)に
必要な設計に取り組みます。

教育総務課　　

柱２
住むなら守山！
高齢者福祉の充実

新
規

　介護職キャリアアップ促進補助金
42万円

　市内介護サービス事業所（入所施設・通所施設など）
に勤務しながら資格を取得し、資格登録日以降に同じ
介護サービス事業所に継続して６ヵ月以上就労してい
る人を対象に、補助金を３万円交付します。

介護保険課　

新
規

　��デジタル認知機能評価ツールを
　活用した健康チェック体験会　

43万円
　認知症対策の新たな取り組みとして、タッチパネルで
気軽に認知機能の測定が図れるデジタル認知機能評価
ツールを活用した健康チェック体験会を実施し、認知症の
早期発見・早期支援につなげるとともに、認知症に興味
や関心がない人への普及啓発を積極的に行います。

長寿政策課　

新
規

　�住まい環境整備モデル事業
　開設準備経費補助金

593万円
　高齢者の住まいの確保に係る新たなモデルとして、
国土交通省の「住まい環境整備モデル事業」の採択を受
けて、社会福祉法人 慈惠会で整備が進められる高齢者
向けシェアハウスについて、その開設準備に係る経費
に対して補助を行い、高齢者が住み慣れた地域で安心
して生活し続けられる社会の実現を目指します。

長寿政策課　

障害福祉サービスの充実
継
続

　障害福祉プラン2027策定支援業務
339万円

　令和９年度からの新プランである「障害福祉プラン
2027」の策定を行い、障害福祉施策の推進を図ります。

障害福祉課　

状況に合わせたアウトリーチによる
ひきこもり支援

拡
充

　相談支援と連動した
　居場所運営のための体制強化

768万円
　本人や家族の状況に合わせたきめ細やかな支援を行
うため、相談支援と連動した定期的な居場所運営のため
の体制を強化します。

生活支援相談課　

地域公共交通の充実
新
規

　持続可能な公共交通網のあり方検討
 1,315万円

　乗務員不足によりバス路線の減便などが発生する中、
持続可能な公共交通とするため、路線バスの将来シナ
リオを踏まえた「交通網の形成・充実」を実現するため
の施策の検討を行います。

都市計画・交通政策課

インフラ（公園・道路）整備による
住みやすさの充実

新
規

　��美崎公園キャンプサイト整備事業
　1,300万円

　キャンプサイトのリニューアルとして、オートサイ
トおよびフリーサイトを増設、また、現在のキャンプ
サイト区画は間引きして隣接区画との圧迫感を軽減し
ます。

土木管理課　

防災・防犯の強化による
地域の安全・安心の確保

拡
充

　�災害用備蓄品の整備
330万円

　国のプッシュ型支援に係る基本８品目(食料、毛布、
乳児用ミルク、おむつ、災害用トイレ、生理用品など)
に加え、飲料水や哺乳瓶、感染症対策に必要な物資な
ど計13品目について、最大規模の災害における想定避
難者数などを基準に、計画的に備蓄を進めます。

危機管理課　

拡
充

　自治会防災施設・設備整備費補助金
700万円

　自助および共助による最低３日分(推奨1週間)の備
蓄を推進するため、既存補助金を拡充します。

危機管理課　

新
規

　個別避難計画の作成
85万円

　災害発生時に避難行動要支援者の速やかな避難支援
が行えるよう、計画作成を推進します。

危機管理課

新
規

　��消防団DX事業(アプリ導入)
　65万円

　消防団活動に係る情報共有や団員間の連絡体制の確
保、さらには庶務事務の負担軽減などを図るため、消
防団員へのスマートフォン用アプリの導入を進めま
す。

危機管理課　

拡
充

　�自治会防犯カメラ設置補助金
507万円

　地域が必要とする箇所へ防犯カメラの設置を促進する
ため補助率を拡充し、補助金の上限額も引き上げます。　　　
補助率　1/2→2/3　　　　
補助上限額　新設：12万円→18万円、
　　　　　　既設：10万→15万円　

危機管理課　

環境学習都市宣言記念公園
（もりやまエコパーク）全面供用開始
　「環境」・「健康」・「交流」を育む活動拠点である環境学
習都市宣言記念公園（もりやまエコパーク）に、新たに
「多目的グラウンド」、「少年サッカー場」、「陸上レーン」
などが完成し、全面供用を開始します。

ごみ減量推進課、土木管理課

柱３
働くなら守山！
農業への支援

新
規

　農作物被害防止補助金
90万円

　有害獣による果樹や野菜などの農作物への被害を予防
するため、電気柵の購入に係る費用を補助します。
補助率　3/10　
補助上限額　９万円/人

農政課　

市内産業への支援
拡
充

　つなぐ守山産業振興イベント支援補助金
120万円

　にぎわい創出、事業者間連携の推進、さらには、地
域経済の活性化、産業振興を目的に市内事業者団体が
実施するイベント事業に対し、補助金を交付します。令
和８年度は、大規模イベントに対しては、新たに補助金
を増額します。
補助率　1/2
補助上限額　10万円(大規模イベントについては10万円加算)

商工観光課　

新
規

　��地域資源を活
い

かした新商品開発補助金
　120万円

　大型観光キャンペーン（DC)やワールドマスターズ
ゲームズの開催に向け、市内事業者が地域資源を活か
した新たな体験型観光メニューや物産品の開発に要す
る費用に対し、補助金を交付します。
補助率　1/2
補助上限額　20万円（商品化できた場合は10万円加算）

商工観光課　
2026.4.1   No.1429　広報もりやま広報もりやま　2026.4.1   No.1429　 1011

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ



拡
充

　もりやま夏まつり事業補助金
　350万円

　市民主体により企画・運営されている本市の夏の風物
詩「もりやま夏まつり」の開催費用に対し、補助金を交付し
ます。令和8年度は、市制施行を記念して作られた伝統
の「守山音頭」に係る費用に対しても補助し、にぎわい創
出と郷土愛の醸成を図ります。
補助率　1/2（守山音頭分のみ10/10）
補助上限額　350万円（うち守山音頭分50万円）

商工観光課　

人材確保による担い手不足への対応
拡
充

　人材確保支援事業費補助金
500万円

　市内経済の活性化、企業の事業継続などを目的に、市
内企業の人材確保を支援し、新規採用に向けた求人サ
イト掲載やスポットワークなどの人材紹介サービスに
係る費用、さらには人材定着を促進する研修費の支援
など、市内企業の人材確保をサポートします。
補助率　1/2
補助上限額　20万円

商工観光課

守山を「実証実験のフィールド」に

継
続

　��起業家の集まるまちPRおよび
　官民連携伴走支援事業

　264万円
　「起業家の集まるまち」実現に向け、市内外の起業家
と企業・支援機関などとの起業家交流イベントの開催、
また、官民連携プロジェクトサポート事業の情報発信
や実証実験の伴走支援を行います。

企業連携室　

継
続

　��官民連携プロジェクトサポート補助金
　500万円

　本市をフィールドとした起業家や企業の実証実験に
対し、実証実験に係る各種調整などのサポートや実施
に必要な経費に対して補助金を交付します。
補助対象事業　
　本市を舞台に地域や社会課題の解決を目指す実証実験
補助率　2/3
補助上限額　100万円

企業連携室　

柱4
市民が主役の守山！

スポーツによるまちの活性化
拡
充

　スポーツ少年団事業補助金
56万円

　スポーツ少年団事業補助金について、指導者に求めら
れるJSPO公認スポーツ指導者資格の取得と４年ごとの
更新に必要となる費用にも活用できるよう拡充すること
で、指導者の新規確保と定着を図ります。

スポーツ振興課　

環境学習都市への取り組み
　「第３次環境基本計画」に基づき、2050年の脱炭素社
会の実現、生物多様性の保全などに向け、市民、事業
者、行政が一体となって取り組みます。

新
規

　�ほたるの森資料館建替事業
2,289万円

　ホタルが飛び交う水辺や森づくりを通した学習と研究
の拠点であるほたるの森資料館について、各種設備の老
朽化、安全面、利用面、運営面などの課題を解決し、今
後も多くの人に愛される新たな資料館とするため、①機
能を向上させた施設、②ホタルのことなら何でも分かる
施設、③公園内の施設として交流が生まれる施設を基本
理念として、建て替えに向けた整備設計を行います。

環境政策課　
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